
2023年6月に株式会社商工組合中央金庫法（以下、商工中金法）の改正法案が成立いたしました。今回の法改
正では、政府保有株式の全部処分を実施し、商工中金の業務範囲を見直す一方で、株主資格制限や特別準備金の維
持、危機対応業務の責務化など、必要な各種措置は維持するものとされております。商工中金の使命（＝中小企業
組合や中小企業者の金融の円滑化という法目的）は、今後も変わることはありません。

株式会社商工組合中央金庫法の改正について

民営化を巡る今後のスケジュール
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サポートを一層強化

その他の
規制等

その他の規制等を緩和
自立かつ自律した経営に向け

ガバナンスを強化

• 10月11日に落札者が決定
• 入札対象株式数：
10億1,600万株

• 落札株式数:135,560千株
• 名義書換：2025年3月31日迄

1. 民間株主のみによる
ガバナンスの状況

2. ビジネスモデルの
確立状況

3. 地域金融機関との
連携・協業状況

ポイント

(注) 「商工中金に対する国の関与の在り方」の検討については具体的な時期の定めなし

①  2024年10～11月 
財政制度等審議会(資料抜粋)

•  可能な限り早期に、残余株式全てを対象とした一
般競争入札を行う。

•  期限内の全株売却に向けて、答申で言及していな
い点について更なる措置が必要ではないか。
更なる措置として示された内容
•  主務官庁の政策的な意向等を踏まえ、選択肢を増やす観点

から、商工中金にも入札参加資格を付与。
• 更なる円滑な入札執行に向け、最低申込単位を引上げ。
•  入札予定価格については、引き続き答申の考え方に沿って

適切に設定。

②  特定の株主からの 
自己株式取得の決定

•  2025年１月21日に開催予定の臨時株主総会に
おいて承認を得た上で、財務大臣が所有する当
金庫株式（政府保有株式）の残余株式全株を対
象として、自己株式の取得を行うことを決定。

取得し得る株式の総数(上限） :10億1,600万株
株式の取得価額の総数(上限) :1,580億円
取得期間 : 2025年１月22日～

2025年６月14日
※2024年12月24日に、残余株式の一般競争入札
に関する公告が行われました。
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